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 主 論 文 要 旨 No.4    
この章では、van Doorslear et al. (2004)の方法を踏襲し、所得階層間における医療サービス
利用の公平性について分析している。個票データを用い、健康状態全般を示す主観的健康度や、
ストレスなどメンタルヘルスの状況を示す GHQ、喫煙の有無といった健康を害し医療サービス
の需要を高めるであろう行動の変数や所得を説明変数に入れて受診関数を推計した。その上で、
すべての個人に平均所得を代入して、算出された係数を用い受診確率を推計した。これにより、
所得の効果を一定にして、いくつかの健康状態を示す変数の効果で測った受診確率を得ることが
できる。推計された受診確率と実際の受診率を所得階層間で比較したところ、低所得者ほど実際
の受診率が推計値をわずかに下回っている一方で、医療機関の窓口で支払った自己負担額につい
ては、全体としては所得の多寡の影響はないことがわかった。これは、受診するかしないかにつ
いては所得などを考慮した個人の意思決定が影響している可能性があるが、ひとたび受診する
と、その後どの程度の医療サービスを受けるかどうかは、医師の判断によるところが大きいこと
が理由と考えられる。 
疾病は介護や育児と異なり、専門的なサービスを要するため家族のなかで解決することができ
ず、放っておくと失業や貧困を招く可能性が高い。今後、人口の高齢化により医療費は膨らんで
いくなかでも、所得の多寡にかかわらず、必要に応じて医療サービスを享受できる仕組みを作っ
ていくことが重要である。 
 
人口の少子高齢化や女性の高学歴化といった様々な社会の変化により、家族の形や役割は変容
を遂げている。ひとり親世帯や単身者の増加は、家族のリスク・プーリング機能を弱める方向に
寄与するかもしれないが、それ以上に、働く女性の増加や、人的資本の一層の向上、健康寿命の
延伸などは、小規模でも強い家族の機能を発揮するかもしれない。そのためには、家族の変容に
伴い、もう 1 つのリスク・プーリング機関である社会保障制度も変化しなくてはならないことを
この論文を通じて強調したい。 
 
